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第18回 雇用ワーキング・グループ 

議事概要 
 

 

１．日時：平成26年１月29日（水）13:00～15:03 

２．場所：中央合同庁舎第４号館12階共用1214特別会議室 

３．出席者： 

 （委 員）鶴光太郎（座長）、大田弘子（議長代理）、佐々木かをり（座長代理）、 

   浦野光人、佐久間総一郎 

 （専門委員）島田陽一 

 （政 府）稲田内閣府特命担当大臣（規制改革） 

 （有識者）独立行政法人労働政策研究・研修機構労使関係部門統括研究員 濱口桂一郎 

   東京大学経済学研究科博士課程 高橋 陽子 

   一橋大学経済研究所准教授 神林 龍 

 （事務局）滝本規制改革推進室長、舘規制改革推進室次長、三浦参事官 

 

４．議題： 

  （開会） 

   １．有識者ヒアリング（労働局あっせん、労働審判、裁判等の実態について） 

  （閉会） 

 

○舘次長 それでは、お待たせいたしました。これから規制改革会議雇用ワーキング・グ

ループを開催いたします。 

 皆様方には、御多用中御出席賜りまして、まことにありがとうございます。 

 本日、所用により、大崎委員、水町専門委員が御欠席でございます。 

 また、本日は稲田大臣、それから大田議長代理に御出席いただいております。 

 開会に当たりまして、大臣から御挨拶をよろしくお願いいたします。 

○稲田大臣 第18回雇用ワーキング・グループということで、委員の皆様方には日ごろよ

り大変活発な御議論をいただいていることに感謝申し上げます。 

 今日は専門委員の島田先生にもお見えいただいていますし、大田議長代理にも出席いた

だいています。規制改革の中でも、この雇用は大変注目されていると思います。そんな中

で、多様な働き方や、また雇用の流動性という観点からいつも御議論いただいています。 

 昨年の議論より、労働者派遣制度、労働時間、ジョブ型正社員に関する意見も取りまと

めいただいて感謝しております。意見も踏まえた上で、産業競争力会議や厚生労働省にお

いて検討が進められていると考えております。 

 本年は今回で２回目のワーキング・グループとなりますが、円滑な労働移動に資するた
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めの職業紹介、個別労働関係紛争などの課題について引き続き検討を進めていただくこと

になっています。今回の議論は、個別労働関係紛争の実態について、労働政策研究・研修

機構の濱口先生、東京大学の高橋先生、一橋大学の神林先生にプレゼンテーションをして

いただくことになっています。本日も活発な御議論、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○舘次長 ありがとうございました。濱口先生も少し遅れてお見えになると思います。 

 それでは、今後の進行については、鶴座長、よろしくお願いいたします。 

○鶴座長 それでは、議事に入りたいと思います。 

 本日は、労働局のあっせんや司法等の実態につきまして、先ほど大臣からも御紹介いた

だきました３名の有識者の方よりプレゼンをいただき、その後、質疑、意見交換をさせて

いただきたいと思います。 

 当初、濱口先生からということだったのですが遅れられるということで、順番を逆にし

て神林先生からお話ししていくということでよろしいですか。急に指名して申し訳ありま

せん。それから、20分ずつぐらいで次に高橋さん、最後に濱口先生にお願いするというこ

とです。 

○神林准教授 どうも御紹介にあずかり、ありがとうございました。一橋大学経済研究所

の神林と申します。急な順番変更で困惑しておりますけれども、私の担当部分というのを

20分程度でお話をしたいと思います。 

 お手元にはパワーポイントの資料「裁判所における解雇事件の概観」ということで、私

たちの研究の内容というのをまとめております。これに沿って説明していきたいと考えて

おります。ただ、これから説明することというのは、最初にリストにいたしました研究グ

ループの研究成果でありまして、私個人のものではございません。ですので、私だけがこ

ういうことをやっているというわけではなくて、こういった方々の協力のもとにいろいろ

なことを研究してきたと考えていただきたいと思います。 

 それに追加いたしまして、この研究というのは２ページ目に書きましたように、いくつ

かの書物になって既に出版されております。ですので、今日お話しする部分というのもこ

れらの出版物に全て書いてございますので、もしおわかりにならない点、あるいはもう少

し深めたいという点がございましたら、是非、こういったものを参照にしていただければ

と思います。 

 さて、それでは本題に入っていきたいと思いますが、３ページに、私たちがどういう範

囲でこの解雇事件というのを見てきたのか、３種類のデータについて見てきたということ

を示しました。 

 一つは、第一法規の判例体系CD-ROMと呼ばれる一番大きな裁判例を保存しているデータ

ベースと言われておりますけれども、そこから判例法理の確立期、特に昭和40年代～50年

代の整理解雇事件の事件に絞ってピックアップして、どういう事件だったのかということ

を再確認いたしました。 

 その中で現存している会社に連絡をとりまして、事件当時の状況と、インタビュー当時、
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2000年前後ですけれども、2000年代の状況を聞こうということをやりまして、５社からイ

ンタビューというのを取りつけました。これを通じまして、昔、どういう事件が起こって

いて、その事件を経験した会社というのが今どういうことをやっているのかということが

わかったということです。 

 ２番目のデータというのは、最高裁判所に談判をいたしまして、事件票と呼ばれるもの

を集計いたしました。事件票というのは、御存じの方はいらっしゃると思いますけれども、

最高裁判所は自分のところに係属している事件を概観するために、ヘッダー情報というの

を電子化して集めております。なので、どんなタイプの事件がいつ始まって、いつどうい

う結論になったのかという非常に簡単な情報ですけれども、それはエクセルファイルで見

ることができます。 

 解雇事件につきまして、そこに書きました1987年から2004年までの事件について、ある

程度の統計というのを算出していただいたというのが２番目です。ですので、これは日本

の通常訴訟あるいは仮処分で解雇が争われた全ての事件を網羅しているということ、そう

いう性質を持ったデータだということになりますが、内容は実はほとんどわかりません。

何人が争ってとか、そういうことはわかるのですけれども、内容、あと結論です。どんな

形で終了したのかというのは、和解したのか、取り下げられたのか、判決に至ったのかぐ

らいしかわからないということです。 

 ですので、もう少し事件を深掘したいということで、東京地裁に2000年～2004年までに

終結した解雇事件について、全部で509件あったのですけれども、それの閲覧請求をいたし

まして、全ての資料を分担して目を通して、当時の解雇事件というのは東京地裁の解雇事

件ですけれども、一体どういう内容を持っていたのかというのをまとめたという３つのデ

ータで解雇事件を概観したというのが私たちの研究になります。 

 ですので、今日呼ばれた理由といたしましては、こういうような形で通常訴訟の枠組み

の中で解雇というのがどういうふうに争われて、どういう結論を得られていったのかとい

うことがわかったということになろうかと思います。 

 まず最初に、判例法理が確立した時期の裁判例なのですけれども、これにつきましては、

ある程度皆様も知識をお持ちと思いますので、さっと飛ばしていきたいと思います。私た

ちの結論といたしまして、当時の整理解雇紛争の内容というのをよく読んで当事者にイン

タビューをして見ると、実は純粋な整理解雇の事件というよりは、むしろ労使紛争の性格

を非常に強く持っていた。具体的に言えば、組合差別です。なので、当時の事件は不当労

働行為の主張というのが非常に頻繁にあわせて主張されるというようなことが行われてお

ります。ですので、本来でしたら通常訴訟というよりは、労働委員会のほうで争われるべ

き事件というのが裁判所のほうに来ていたという解釈もできるかと思います。 

 そういうことですので、特に第二組合があるときにこういった事件というのが頻発して

おりまして、そういう意味で確立期にあった日本的雇用慣行の一つに摩擦がこういったと

ころに表出してきたのかなと私たちは解釈しております。ですので、1980年代以降、組合
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差別というのがなくなりつつあり、同じ企業の中での組合間対立というのがどんどん後背

に退いていったというようなことがあると、実はこういった事件というのはあまり起こら

なくなってきて、当時インタビューできた５社全て、2000年代、2001年、2002年、バラン

スシート不況のときに非常に大規模な雇用調整をしているのですけれども、そのときは全

く紛争にもならなかったというようなことが確認できています。ですので、こういった労

使紛争というのが背後にあってこういった解雇権濫用の法理とか、整理解雇法理というの

が成立してきたというのがわかったというのが１番目の結論ということになります。 

 それでは、解雇事件の全体像というのは一体どういうふうに推移してきたかというのを

最高裁判所のデータを使って概観をしてみたいと思います。 

 ５ページ目に書きましたのは、どういった類の事件がこのデータ上ピックアップされて

いるかということですので、御興味がございましたら後で御覧いただければと思います。 

 重要なのは６ページ目以降なわけですけれども、６ページ目は、これは通常訴訟だけの

図だと思うのですけれども、全国の地方裁判所の中で判決に至った、あるいは取り下げら

れた、和解になった割合というのがどういうふうに推移してきたのかというのを1987年～

2004年まで、時系列でプロットいたしました。縦軸を見ていただきますと、一番下が30％、

一番上が80％ですので、全体の図のある一部分を拡大していると考えていただければと思

います。 

 これを見ますと、上から判決の割合ですので、大体70％前後ということは、100から引け

ば30％ぐらいです。全体の３～４割ぐらいの事件というのが最終的に判決に至っていると

いうことがわかるかと思います。逆にいうと、６～７割の事件というのは、何らかの形で

両者が合意をしている。裁判所の取り下げというのは原告、被告、両方が合意しないとで

きないものですので、何らかの形で合意をして裁判過程から離脱しているというのが６～

７割。私たちは、これは実質的に和解していると考えております。 

 この判決割合の動向というのを見ると、1990年代後半ぐらいから何となく増えているか

なというような傾向があるのですが、これは統計的には有意でございません。ですので、

これが増加傾向にあると言うのは、勇気が要るといいますか、間違えた可能性が高いとお

考えください。ですので、保守的に見積もれば結構判決に来ている割合というのは比較的

安定してきていると考えられるかと思います。 

 その結論なのですけれども、７ページ目の右側のほうに労働者側が請求棄却比率と書い

てありますので、これは労働者側が負けた確率です。これをとってみますと、1980年代～

2000年代にかけて、きれいに50％前後の数字が非常に安定して出てきているというのがわ

かります。つまり、80年代後半には既に裁判所に出てきた事件というのが、労働者側に行

くのか、使用者側に行くのかというのはもうフィフティー・フィフティーだったと考えて

よろしいかと思います。 

 この数字が結構重要なのは、左側には判例体系CD-ROMからとってきた事件の労働者側の

負けた確率です。解雇が有効になった比率というのをとったのですけれども、非常に数字
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にぶれがあります。ですので、やはり日本全国で起こっている事件と、判例体系などで出

てくる事件との間に結構な差があるというのがおわかりになるのかと思います。 

 あともう一点、最高裁の事件として最高裁の統計から指摘するべき点というのが８ペー

ジ目にあります。地域差というのがなくなってきているということです。実はこれは比較

的有名なことだと思うのですが、労働者側に甘い大阪、労働者側に辛い東京というのは、

実務的にはよく言われていることだと思います。 

 実際1980年代ぐらいの当時の事件票を集計いたしますと、東京で労働者側が勝った割合

というのは非常に低い、24％。それに対して大阪や名古屋ですと非常に大きいということ

がわかります。全国平均すると54％ということなのでそんなにフィフティー・フィフティ

ーからは外れないのですけれども、地域差が非常にあったというのがわかります。それが

2000年代前半になりますと、全国平均が52％ということでそう大きく変動はないのですが、

東京地裁における労働者側の勝訴率というのはかなり高くなって、大阪、名古屋の勝訴率

が低くなって、全国的にかなり平準化してきているというのがわかります。これが最高裁

の統計でわかったことの３点目ということになります。 

 以上を最高裁の統計からわかったことというのを一言でまとめると、こういった解雇権

濫用の法理とか整理解雇法理の運用というのがかなり安定してきているということがわか

るかと思います。これは最も典型的に見られるのは、フィフティー・フィフティーの労働

者勝訴率ということなのですけれども、経済学の法と経済のフィールドの中で最も重要な

定理の一つにPriest-Kleinの定理というのがございます。50％ルールと俗に言われている

のですが、判例法理が固まってくると、実は裁判所に出てくる事件の勝訴率というのは50％

に収束するという定理です。 

 私自身の個人的な感想としては、最高裁のこの統計を見たときに、Priest-Kleinにはか

なりやられたなといいますか、さすがにシカゴ学派の人たちはすごいことを考えていると

思いました。司法の世界というのはかなりいびつな世界だと当時は最初思っていたのです

けれども、やはりかなり合理的な個人というのが平均的にはきちんと動いていて、それが

正確に数字にあらわれてきていると考えてしかるべきかと思いました。 

 こういった形で最高裁の統計から全体の像というのがわかってくるわけなのですけれど

も、それでは、もう少しマイクロに見て、東京地裁の個々の事件を眺めて、その事件の内

容自体がどのように変化してきたのか、あるいはどういう内容を持っていたのかというの

を確かめたのが３番目のデータということになります。 

 いくつかの論点があるのですけれども、最初に申し上げます費用負担の論点というのは

余りメジャーではないかと思いますが、実はこの裁判の内容、結果を見てみると、どちら

か負けたほうが費用を全額負担しているというケースの割合が非常に高いということが挙

げられます。これは私たちの世界では英語でFinal Offer Arbitrationと言うのですけれど

も、裁判官あるいは仲裁者が原告、被告、どちらかの主張を丸のみする。足して二で割っ

たような結論を出しているわけではないというようなことを示唆しております。 
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 これが一つ重要なのは、実は足して二で割ったような結論を出しているということにな

ると、原告、被告が自分に最も有利な主張をしようとするということになりますが、その

ときに必ずしも本当のことを言う必要はないわけです。マキシマムの被害額、あるいはマ

キシマムの要求というのをして、足して二で割られるわけなので、とりあえず７掛けにな

るかなということを前提にして最初要求してしまうということが出てきてしまうわけです。 

 ところが、どちらかの主張を丸のみするということになると、あまり大げさなことを言

うと負ける確率がかなり高くなるわけです。そのときは、相手の言うことが全く通ってし

まうので、自分としては、原告、被告、両方ともなるべく真実に近いことを主張するとい

うインセンティブが生まれると言われております。解雇事件の場合には、恐らくそういう

ことが既に起こっている可能性があるというのがここからわかることです。 

 次の論点は11ページ、実は東京地裁の事件を見てみると、判例法理が確立してくる当時、

かなり集団紛争的、労使紛争的性格が濃かった解雇事件が個別化しているというのが明確

にわかります。それは原告の数というのを見てみるとよくわかるわけなのですけれども、

単独訴訟の割合、これは原告が１人であるという訴訟の割合というのがかなり昔のデータ

に比べると大きくなってきているというのがわかります。これは整理解雇事件だけを取り

上げても似たような傾向を持っているということになります。 

 もう一点、12ページ、単独訴訟が増えているということと同時並行して、労使紛争的な

色彩というのは急速に弱まってきているというのもわかります。これは典型例といたしま

しては、不当労働行為というのが同時に主張されているかということを見るわけなのです

けれども、その割合というのが、先ほど提示をいたしました判例体系からとってきた昭和

40年代、50年代の事件に比べるとかなり低くなってきているということがわかります。 

 労働協約違反の主張というのはほとんど見られなくなってきておりますので、つまり、

労使紛争というのと並行してこういった解雇事件が争われるというケースが東京地裁2000

年代の場合にはかなり減少してきているということがおわかりになるかと思います。これ

が論点の２点目ということになろうかと思います。 

 ３点目が、和解がどのように行われているのかというのを東京地裁の裁判資料を読めば

わかるわけなのですけれども、これは13ページにまとめてあります。和解というのは職権

和解です。裁判所が和解をさせるといいますか、裁判所に和解内容が登録されるというも

のの内容を統計的に扱ったものです。ここでは、標準化和解額というのをつくりまして、

請求した額に対してどれぐらい戻ってきているのかというのを計算いたしました。解雇事

件の場合には、現職復帰と同時に未払い賃金を要求するということになるわけなのですけ

れども、未払い賃金というのが月給でいくらと要求をして、解雇されてから裁判が終わる

までの期間の月給額を要求するということになるわけです。 

 その要求した月給額に対して和解金額というのがどのぐらい相当しているのかというの

を計算したのが標準化和解額という概念で、これは１をとった場合には、要求した月額が

丸々戻ってきているということを表しております。 
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 分布を見ますと、一番大きい山を形成しているところが0.2～0.3というところになって

いるのがわかるかと思います。ちょうど真ん中をとると大体0.48という数字が出てきてお

ります。となると、大体和解している事件の和解額というのは、要求をした額の半分戻っ

てきていると大まかには考えてしかるべきかと思います。実は、これは判決に至ったとき

に勝訴確率はフィフティー・フィフティーになるということとかなり一致しているといい

ますか、矛盾しない結果になっておりまして、やはり裁判過程というのが結構合理的に行

われている一つの証左からと思います。 

 もう一点、この図から見えることというのは、分布がかなりばらついているということ

です。右の裾というのは２以上３未満という、自分で請求した月額の２～３倍の和解額を

とれているという事件もございます。ですので、これはかなり結論というのがばらついて

いるということを示しておりまして、恐らく性質の違った事件というのがごちゃごちゃに

入ってきている。それを示しているのではないかと私たち自身は解釈しております。 

 以上のことをまとめているのが14ページの内容になります。 

 15ページ、東京地裁の個別の事件を概観するとどんなことがわかったのかというと、解

雇事件というのはFinal Offer Arbitrationになっているだろうというようなことが一つ。

判例法理確立期から比べますと、かなり個別紛争の色彩が強くなってきていて、労使紛争

の性格というのが広範囲に退いてきているだろうというのがわかります。ただし、かなり

和解条件というのはばらついていまして、その内容、事件の内実というのは千差万別とい

いますか、一つで切り落とせるような事件だけではないだろうというのが予想できるのか

なと思っております。 

 最後にもう一度まとめておきたいと思います。私たちが使ったデータセットというのは、

判例法理確立期の裁判事例が一つ。もう一つは、最高裁の事件票を統計処理した全国的な

動向が一つ。そして、３番目に、東京地裁の個別の事件の内容を見たというのが３つ目で

す。 

 こういった３つのデータを概観いたします。まず、第１に、当時といいますか、昭和40

年代、50年代にはかなり労使紛争的な色彩が強かった事件が現在個別紛争化してきている

ということがわかります。それと同時に、そこの解雇権濫用の法理、あるいは整理解雇法

理にまつわるような判例法理というのは安定的に運用されてきている可能性というのが非

常に高いだろうということがわかろうかと思います。 

 以上が私のプレゼンテーションの内容ということになります。 

 あと課題ということで何点か置いておいたのですけれども、これは濱口さんと高橋さん

のプレゼンテーションがあるという前提で書いていますので、最後に少し時間があったら

補足をさせていただければと思います。 

○鶴座長 どうも神林先生、ありがとうございました。 

 それでは、高橋先生、お願いいたします。 

○高橋氏 東京大学経済学研究科博士課程の高橋と申します。どうぞよろしくお願いいた
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します。 

 私は、昨年度まで、東京大学社会科学研究所で研究員をしておりまして、その間に労働

審判制度の利用者に対する意識調査の事務局をしていました。本日は、その調査を用いた

本日欠席の水町先生との共同研究なのですけれども、主に労働審判の雇用終了事案の解決

期についてお話しさせていただきます。 

 この制度は2006年から始まりまして、労働審判の申し立ての数は2006年には877件だった

のが、2012年には3,719件と４倍以上に増えています。途中2008年～2009年にかけては1,000

件以上申し立てが増えましたが、これはリーマンショックの影響だと言われています。そ

の後、失業率が改善したのに対し、労働審判の申し立ての数は微増という感じです。 

 労働審判制度の特徴を簡単に３つ挙げますと、一つは、裁判よりもスピーディーな解決

を目指した制度で、原則３回以内の審理で終結するということです。もう一つは、裁判所

の手続でありながら、労使の専門的知識、経験を持つ方が審判員としてそれぞれ参加して

いることです。そして、３つ目に、早い場合は、第１回期日から調停による和解が模索さ

れるのですけれども、調停で解決に至らない場合、最終的には労働審判委員会から労働審

判告知といって権利義務関係に照らし合わせた判断が下されますので、当事者たちは最終

的にどんな判断が下されるのかということを予想しながら和解に臨むという特徴がありま

す。 

 申し立てられた事件の８割近くが解決しますので非常に解決率が高いということから、

法律家とか労使の団体の関係者からは高い評価を得ていて、例えば司法制度改革で最も成

功した制度だとか、地裁の生んだヒット商品とか言われたりします。 

 では、実際のところ利用者たちの評価はどうなのかというと、これが非公開の手続とい

うこともありまして当時は何も情報がありませんでしたので、では調査してみようという

ことになりました。2010年７月12日～11月にかけて労働審判制度の利用者にアンケート調

査を実施しまして、調査対象の事件数は891件。これに対して労働者が309人、使用者側は

185人から回答がありました。 

 私がこの調査を使って何が知りたかったかといいますと、労働者が解雇されたとして、

その不愉快さとか怒りとか悲しみが一体いくらのお金で解消されるのかということを調べ

てみたかったということです。労働審判では、雇用関係の解消を確認して労働者側が解決

金を受け取るという解決の仕方が計算してみると全体の９割ぐらいを占めますので、この

問題意識の検証には適したデータがとれると考えたからです。 

 それでは、労働審判の特に解雇などの雇用終了事件に絞った数値をお示しします。表１

を見ていただくと、Ａには月額請求、Ｂには解決金を示しています。１行目が雇用終了関

係事件全体の値で、それ以下は整理解雇、懲戒解雇など、事件の種類ごとの値を示してい

ます。 

 事件全体の月額請求は29.5万円で、これは申し立てした人の月給です。その隣の解決金

ですが、100万円となっています。 
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 Ｂの解決金をＡの月額請求で割ってあげると、解決金はお給料の何カ月分なのかという

ことが計算できますので、これを解決水準で示しています。 

 事件全体では解決金は月給の３～４カ月分で、事件別に見ても大体３～４カ月の解決金

を得ていて、労働審判制度では、解雇の怒りとか悲しみというのはお給料の３～４カ月分

で解消されている可能性があります。なお、これらの値は全て平均値ではなく中央値を示

しています。 

 次のページ、労働審判の解決水準が高いものなのか低いものなのかを論じるためには、

他の紛争解決制度の解決水準との比較をすることが必要となります。比較対象はいくつか

ありますが、今回は紛争調整委員会のあっせんと裁判とを比較したいと考えまして、あっ

せんは濱口先生、裁判は先ほどのデータなのですけれども、神林先生のお持ちの貴重なデ

ータを特別集計していただきました。 

 神林先生には、先ほど説明があったＣの東京地裁の解雇のデータを集計していただきま

した。まず、あっせんの雇用終了事案との比較ですが、表２を見ていただいて、請求額は

あっせんが50万円のところを労働審判は300万円です。これは月当たり請求の他に損害賠償

が含まれます。 

 あと解決金はあっせんで17.5万円のところを労働審判は100万円です。 

 問題発生日というのがここの場合は解雇された日ですけれども、それから解決までの期

間というのはあっせんが2.4カ月に対し労働審判は6.4カ月とあっせんのほうが迅速な解決

となっています。 

 そして解決金を問題解決までの期間で割ると、労働審判だと１カ月15万円程度もらえる

ところ、あっせんでは７万円程度と２倍以上の額ですので、労働審判のほうが解決水準は

高いと言えるのではないかと思います。 

 同じ解雇なのに利用する紛争先によって解決の金額が異なっているということですが、

それはもしかしたら、あっせんと労働審判では労働審判の利用者のほうがより解雇に対す

る怒りが強いために金額が高いのかもしれませんし、あっせんは強制力があまりありませ

んので、解決水準が低くなっているのかもしれません。 

 また、濱口先生からは、あっせんと労働審判の利用者を比較すると、あっせんのほうが

非正規労働者の比率が高いので、労働者の給与水準の違いが解決金に反映されているので

はないかと御指摘いただいています。 

 次に、裁判との比較ですが、表３を見ていただいて、解決までの期間は、労働審判は先

ほどと同じ6.4カ月であるところ、裁判上の和解は15.6カ月、判決は28.6カ月です。解決金

は労働審判が100万円のところ、裁判上の和解は300万、判決は０万円です。これは判決で

は解雇が有効と判断されて、認容額がゼロという事件が７割と多かったために、中央値を

とるとゼロになります。 

 あと、これだとわかりにくいのでここだけ平均値で見ますと判決が609万円で、労働審判

は131万円です。絶対額で見れば労働審判の解決金の水準はかなり低いということがわかり
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ます。しかしながら、裁判のほうが問題発生から解決までの期間が長いので、解決金の水

準を正確に比較するためには、この期間の長さも考慮してあげなければいけません。 

 そこで、先ほど神林先生から御説明いただいたのですけれども、指標を使って期間の長

さを考慮した解決水準というのを計算しました。一番右の列の標準化した解決金のところ

です。労働審判は0.53に対し、裁判上の和解は0.48とほぼ同水準です。 

 これらの数字を受けてここから水町先生の問題提起なのですけれども、どうも解決金の

水準が解決までの期間に比例して決まっているらしいこと。そのため、労働審判では早期

解決の分、裁判上の和解判決よりも解決金が安くなっていることについて規範的にどう考

えるのかという問題があります。解決金の在り方は解雇で何を救済するのかという解雇紛

争における救済利益の在り方と関係して考えるべきだと。 

 もし、Ａですけれども、解雇期間中の賃金不払いに対する経済的損失を補償するという

のが最も大きな解雇の救済利益だとすれば、早期解決の分、比例的に労働審判で解決金が

少なくなって、裁判で期間が長くなればその分賃金不払いに対する救済が大きくなるとい

うのは合理的な解決だと言えます。 

 しかしながら、日本の現行の解雇法制は単に賃金不払いに対して救済するという構造に

なっていません。裁判で解雇が違法、無効とされた場合の効果としては、解雇無効期間中

の賃金支払いとあわせて、慰謝料請求とか精神的損害等への救済が命じられることがあり

ます。 

 さらに、次のページ、Ｃですが、解雇無効の場合に労働者側が、これまで働いてきた職

場に復職して、そこで働くことによって自分の価値を実現するという自己実現の価値が救

済されるべき利益かもしれませんし、社会的に見れば労働関係を簡単に壊さずに、これま

で継続してきた関係をある程度守ってあげようという関係性の保護という社会的な価値も

あります。 

 事案によりますが、例えば解雇が非常に悪質であって慰謝料、損害賠償等を求めるべき

事案で、当事者が解雇無効を求めていて、解雇無効に相当するような事案で、かつ解決金

で解決して雇用を終了させようという場合には、Ｃの労働関係に復帰させることによる自

己実現や関係性の尊重という定義が保証されるべきです。 

 そういう意味で、事案によってはＢの違法な解雇による精神的損害等への補償やＣとか

を含めた相応の救済を解決金の中に入れ込むことが必要となってきます。 

 今後、解決までの期間が短くても相応の救済が行われるようになれば、労働者側にとっ

ては早期解決をしてもそれほど安くない救済が得られるわけで、より早期解決が促される

ようになると予想されます。一方、期間に比例した救済だけをしていれば長期に争わない

と相応の救済が得られないので、紛争は長期化するという社会的コストや、長期間資力を

持って争い続けられる労働者しか救済されないという不公平が残ります。もし、短期でも

相応の救済がこの労働審判の中で行われれば、それらの弊害も克服できるようになります。 

 一方、使用者側については、現状のように解決金の額が裁判等に比して低ければ、使用
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者側の同意を引き出しやすいのですけれども、早期解決でも相応の救済をするようになっ

てくると、より高い解決金を支払うことになれば、使用者側は早期解決に同意しにくくな

るということが懸念されます。 

 次に、労働審判における弁護士依頼の便益と費用の分析について御説明差し上げます。 

 労働審判では、迅速な審理を行うために弁護士が代理人につくことが裁判所からも推奨

されています。申立書を書くにしても、これを１人で書くのは相当厳しいという印象があ

ります。その結果、弁護士代理率は高く、労働者側と使用者側、ともに８割を超えます。 

 問題は費用の点でして、本調査では弁護士を依頼した人たちに弁護士費用を高いと感じ

たかを尋ねたのですけれども、労働者側では46.9％、使用者側では53.3％が高いと感じて

います。 

 でも、費用が高いと感じたとしても、弁護士がその専門性を生かして解決金を引き上げ

てくれるかもしれませんので、割高かどうかということはわかりません。この点に関して

労働者側のデータを使って計算をしてみました。 

 表４を見ていただきたいのですが、弁護士を依頼した事件と依頼しなかった事件に効果

を分けて計算しています。これは例えば解雇などの複雑な事件では、弁護士の依頼率は高

いのですが、賃金不払い等のそうでもない事件では弁護士依頼率はやや低く、そういう事

件の種類によって弁護士の活躍の効果というのは大分違うだろうと考えたからです。 

 上の段を見ていただいて、実際には弁護士に依頼した事件でもし弁護士に依頼しなかっ

た場合には解決金が幾らだったかという架空の値を統計学的な手法を用いて計算してみる

と83.5万円です。下の段で、実際には弁護士に依頼しなかった事件でもし弁護士を依頼し

ていたとすると78.3万円です。この２つの網かけの値は、実際には実現しなかった架空の

値で、白いほうが実際に起こった値です。 

 もう一度整理すると、実際に弁護士を頼んだ事件で弁護士を依頼した場合には156万円解

決金を得ています。一方、弁護士を依頼しなかった場合には83.5万円にとどまっただろう

ということです。この差の72.5万円が、弁護士が解決金を引き上げた額になります。そし

て、弁護士を依頼しなかった事件で仮に弁護士を依頼していたら78.3万円で、依頼しなけ

れば53.6万円。この差額の24.6万円が弁護士依頼の効果となります。 

 この差額が弁護士費用を上回っていれば弁護士を依頼することには意味があると言えま

す。弁護士費用については、日弁連が2008年に行ったアンケート調査がありまして、詳細

は省略しますが、懲戒解雇の事件で弁護士費用がいくらかというと総額50万円程度である

と。現在はもう少し下がっているかもしれません。 

 72.5万円と50万円を比べると利益が弁護士費用を上回りますので、弁護士に依頼する意

義があるということになります。 

 一方、弁護士に依頼しなかった事件については、その便益は24.6万円ですので、解決金

だけ見れば、弁護士を依頼する意味はないので、だから実際に弁護士を頼まなかったのだ

ねということがわかります。 
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 次のページ、このように解雇等の事件では弁護士を依頼することには意義があるのです

が、弁護士費用の壁を乗り越えられる資力がある人だけが労働審判を利用できているとい

う現状がありますので、ここは改善の余地があると思います。 

 例えば特定社会保険労務士による許可代理が考えられます。私は福岡で労働審判の後方

支援をされている特定社労士の方にヒアリングをしたことがあるのですが、現在、社労士

の方というのは、各地裁の方針にもよるのですけれども、法廷に入れませんので、この方

は期日の当日は裁判所の廊下で当事者の方を待ってらっしゃいます。着手金は３万円でや

ってらっしゃるということでした。労働問題にも法的手続についても専門家でいらっしゃ

いますし、この制度から排除する理由はないのではないかと考えています。 

 また、地域ユニオンなど労働審判の申し立ての前に団体交渉を行うなどした労働組合の

役職員による代理も考えられます。非正規労働者の方は、トラブルが起きてから地域ユニ

オンに駆け込むことも多いですから、その場合、その組合が最初から事件に関わっていま

すので、費用の面でも迅速な解決という意味でも検討されるべき代理人候補ではないかと

思います。 

 もう一つは、現在、東京簡易裁判所では試験的に労働専門調停が行われていますが、こ

れを他地域に拡大していくことが考えられます。調停を行っている弁護士さんの話により

ますと、使用者側の出頭率は高くて、あっせんのように出てこないということがあまりな

いそうです。申し立て側の代理人選任率は２割程度で、必ずしも弁護士がつかなくてもい

い。大体１回での解決も多くて、解決率も７割程度と高いそうです。ただし、未払い賃金、

残業代の事件が多くて、地位確認の事件は少ないということです。 

 その他紛争調整委員会のあっせん等、うまく連携をしていくのだということも考えられ

ます。九州大学の野田先生は、イギリスのETとACASの連携などは理想的とおっしゃってい

ます。 

 ３つ目に、その他についてお話しさせていただきたいのですけれども、分析までは至っ

ておらず、間違いもあるかもしれませんが、ざっくばらんに労働審判の調査等を通じて検

討されてもいいのではと考えることを幾つか挙げてみたいと思います。 

 まず、整理解雇ができないという誤解を解くべきという話なのですけれども、私は最近

JILPTで追い出し部屋等の退職勧奨の調査に参加させていただいています。日本を代表する

ような大企業で希望退職に応じなかった従業員を退職に追い込む目的で１年、２年と仕事

を取り上げたりとか、職務評価や給料を大きく下げて従業員を精神的に追い込むというよ

うなことが行われています。これはそれらの大企業が、日本の裁判所は整理解雇に対して

大変厳しい判断をすると考えていて、何とかして従業員を自主的にやめさせようと考えて

いるからです。 

 一方で、先ほどの神林先生のデータによれば、東京地裁の判決で７割近くが解雇有効と

判断されていて、また整理解雇では５割は有効と判断されています。労働審判のアンケー

トでも整理解雇の事件で労働審判告知が下された事件は26件ありまして、そのうち３件で
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労働者側に何の地位も権利も認められず、つまり、整理解雇は有効だったと判断されてい

ます。 

 ３件とも労働者側から異議申し立てがありまして訴訟に移行したので労働審判では解決

はしなかったのですが、いずれにせよ、訴訟でも労働審判でも決して整理解雇は有効と判

断されないわけではなくて、大企業には日本では整理解雇はできないという強い誤解があ

って、その結果、企業は退職勧奨のスキルを磨くような事態になっていますので、まずこ

の誤解を解いていくことに取り組むべきだと考えます。 

 企業は解雇の回避努力を尽くした上で、それでもどうしても必要な解雇については、そ

の必要性を裁判所にしっかりとベリファイしていくことに努力を傾けてもらうべきだと考

えています。 

 もう一つは、これも既に議論されていることだと思いますが、労働審判の申し立てをす

る労働者の大半は、申し立て当初から会社に戻るつもりはありません。地位確認の申し立

ての動機としては、解雇が許せない、経営者に反省してもらいたい。あの解雇が正しかっ

たのか第三者に判定してもらいたいという理由です。本心では戻らないと決めているのに

解雇無効を主張して復職を主張して、調停の途中で使用者側から、では解雇撤回ですと提

案が出ると、急に労働者側が焦り出して、やはり金銭解決でお願いしますというようなこ

とが私のヒアリング調査した事例でもありましたし、弁護士さんたちからも聞いています。 

 これは別に労働者が悪いわけではなくて、今の法律の仕組みと労働審判の解決の実態が

合っていないので、労働審判手続に係る社会的なコストとか、本当に復職を希望するケー

スの審理への影響を考えると、労働者側が最初から解雇無効で退職、損害賠償を申し立て

るということが検討されるべきではないかと思います。 

 次に、解決金の算定ルールについてですが、解決金の制度が整備されているドイツから

学ぶことは多々あるわけですが、ドイツの解決金制度については、山本陽大さんが丁寧な

御研究をされていて、私もそれを読んでいろいろ自分の勘違いを正しています。 

 山本さんの御研究によれば、ドイツの労働裁判所における和解での補償金額については、

法律等に明記されているわけではないが事実上算定式が存在しており、それによれば当該

労働者の勤続年数×0.5によって算出された金額が補償金額の目安となるとされています。 

 ドイツの労働裁判所では年間60万件の事件を処理していますので、この規模になれば当

然何らかの目安が必要になると思いますが、今の日本の事件規模で必要かと言われるとわ

かりません。日本の裁判官も調停案を提示する際に、当然各自算定の基準を使って数字を

はじき出しているわけですが、これを裁判所同士でシェアすることはないそうです。ルー

ル化すれば労働審判委員会の裁量が減って、解決率も下がる可能性がありますので、解決

金の算定ルールがないことは労働審判委員会の負担を大きくしているかどうかについて、

まずは審判官、審判員に尋ねてみる必要はあるだろうと思います。 

 最後に、小規模企業の解決金の上限を設けるかですけれども、労働審判制度の利用者調

査を通じてわかった一番の大きな発見は、労働者側は労働審判の結果の満足度が高いので
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すけれども、使用者側では低いということです。さらに、満足度を企業規模別に見ていく

と、図１に示したように、企業規模100人以上の満足度はそれほど低くなくて、100人未満

の企業で不満が特に大きいことがわかりました。それがどうしてなのかについては、アン

ケート調査だけではわからないので、直接労働審判を経験した小規模企業の経営者の方に

ヒアリングをしました。本当に皆さんお怒りでして、いろいろ不満の理由はあったのです

けれども、誰もが挙げるのは、解決金が高過ぎるという点です。労働審判の解決金を支払

ったことが小規模企業の経営に結構なダメージを与えていました。廃業とか採用抑制につ

ながらないように、小規模企業に対しては解決金に上限を設けるべきではないか、そうい

うことが検討されるべきではないかと考えています。 

 私の報告は以上です。 

○鶴座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、濱口先生、お願いします。 

○濱口統括研究員 遅れて申し訳ございません。そのために報告の順番が変わってしまい

ましたけれども、私からは全国48の都道府県労働局でやっているあっせんの事例の分析に

ついて御報告いたします。 

 個別労働関係紛争解決促進法という法律が2001年にできまして、その年の後半から施行

されております。厚労省が毎年発表している数字なのですけれども、大体年間100万件ぐら

いの相談があり、うち25～26万ぐらいが民事上の事件であります。直近でいうと１万件ぐ

らい労働局長による助言指導の申し出がありまして、紛争調整委員会でのあっせんという

のが6,000件～8,000件くらいを推移している。最近若干減少気味で、一番多かったのは2008

年度の8,457件です。本日報告いたします分析の対象となったのが2008年度の事案です。 

 次のページには、今、高橋さんから紹介のあった労働審判とか、あるいは関係の民事訴

訟事件も含め、都道府県の労働委員会とか、労政所管部局でもあっせんをやっております。

ので、そういう類似の制度で大体どれぐらいの件数が挙がってきているかを示しました 

 この8,457件が全国の件数なのですが、このうち全国の４つの局の事案(1,144件)を対象

として、その関係のあっせん処理票及びその附属書類等を分析した結果を以下お話します。 

 まず、統計的なことから順番に見ていきますが、この1,144件の事案を労働者の雇用上の

地位で見ますと、正社員が約半分強で51％、直用非正規が約３割、派遣が約１割強等とい

ったような状況になっておりまして、これは東大の社研でやった労働審判の調査と比べる

と、そちらは非常に正社員の比率が非常に高くなっておりますので、相対的により弱い立

場といいますか、不安定な立場の労働者が使う制度になっております。 

 男女別に見ますと、全体で見て男性が56.3％、女性が42.6％と男性が若干多いという状

況です。 

 企業規模で見ますと、30人未満で35％、３分の１を超えておりまして、100人未満で半分

を超えます。これは恐らく実数より少ないと思われるのは、合計の一つ上に不明というの

がありまして、ここに約２割ぐらいありますので、それを各規模別に配分しますと、恐ら
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く30人未満で全体の半分近く、100人未満だと3分の2を超えるのではないかと想像されます。

このように雇用上の地位で見ても、また企業規模で見ても、より弱い立場といいますか、

裁判所に行くお金と時間がない労働者が使う制度になっているのではないかと思います。 

 先ほど労働審判のところで非常に多くの方々が弁護士を使っているというのがありまし

たけれども、あっせんでは、少なくとも労働者側では弁護士などはもちろんありませんし、

社労士を使うという例もほとんどありません。会社側のほうにぽつりぽつりと社労士を使

うという例があるぐらいで、圧倒的大部分は本人だけでやられています。したがって、あ

っせん申請書も手書きで読めないような字で殴り書きしてあるようなものも結構あります

が、逆に言うと、大変敷居が低い制度であるということであります。一般的には、あっせ

んの申請があってから１カ月ぐらいで解決ないし未解決で終わっています。 

 事案の中身、これはあっせん処理票上の分類で見たものですが、いわゆる解雇とか退職

勧奨とか雇止め等々といった広い意味での雇用終了に関わるものを全部足し上げますと、

約３分の２、66.1％であります。 

 いじめ・嫌がらせ関係は最近さらに増えておりますが、これが約２割強、そして、労働

条件引き下げ関係が１割強という状況になっております。この雇用終了のところをさらに

詳しく分析しております。 

 次の終了区分ですが、あっせんというのは基本的に任意の制度でありますので、そもそ

も出口も当然任意なのですが、入り口も任意です。どういうことかというと、圧倒的に多

くの場合、労働者側からのあっせん申請で始まるのですが、そのあっせん申請に対して会

社側がそれを受ける必要は全くない。むしろ、これは最後のところで申し上げますけれど

も、受けなくてもいいですよというようなことも伝えておりますので、結果的に言うと、

約４割強が被申請人の不参加による打ち切り、つまり、あっせんの中身に入らない形で終

了しているというのが約４割ぐらいに上ります。残りの６割弱は何がしかの形であっせん

の中身に入るわけですが、そのうち最終的に合意の成立に至っているのは全体の３割ほど

です。30.2％。ということは、約２割ほどは不合意ということになりまして、また、その

他、申請人が取り下げるというものも１割弱あるという形になっております。 

 恐らく、最初の雇用上の地位が弱い立場であるとか、企業規模が小さいということも影

響していると思われますし、とりわけ、この終了区分で見られるように、解決する保証が

全くないということが一番大きく効いているのではないかと想像されるのですが、次のあ

っせんの解決金額を見ていただきますと、一番多いのが10万円～20万円未満で、これが

24.3％、約４分の１であります。次に、ほぼ同じぐらいで並んでいるのが５万～10万未満、

12.4％。一つ飛んで20万円台が13％、30万円台が13.6％。ほぼ10万円台を中心にして、そ

の前後に分布をしているということがわかります。 

 我々の分析はここの表だけだったのですが、高橋さんのほうから平均を出してほしいと

いう依頼があったので、計算すると大体17万円強という数字になっております。これを雇

用上の地位で見てみますと、実は正社員であっても一番多いのは10万円台でありますが、
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相対的に言うと、より上のほうに、20万円、30万円台によりシフトしております。一方、

正社員、直用非正規、派遣、試用期間というように、地位が不安定になるにつれ、だんだ

んと分布が低い額のほうにシフトしてくるという形になっております。 

 これを先ほど高橋さんが御報告された労働審判の調査。実は労働審判のほうはかなり高

い額を念頭に置いて区分けをしているために、一番低いところが50万円未満になってしま

っているので、ここに一番大きな塊が入ってしまうのですが、これと比較してみると、や

はり労働審判のほうが相当高いところに分布しているという傾向が窺えます。 

 恐らく、この背景にあるのは、もちろん労働者自身が雇用上の地位がより弱いとか、企

業規模が小さいといったこともあるだろうと思いますが、とりわけ労働審判との違いでい

いますと、労働審判は裁判所でこれを断るとそのまま裁判訴訟につながっていく。あっせ

んのほうは、その後またゼロから裁判所にいくことになるので、とりわけ、こういう弱い

立場の労働者にとっては、ここで不満であっても、低い額であっても、解決しておいたほ

うがいいという意識が働くというのがかなり効いているのではないかと想像されるところ

であります。 

 あっせん関係書類から伺われる労働者の賃金額（月額、日額、時間額とさまざまですが）

でもって解決金額を割ってみると、月額のところが一番わかりやすいのですが、１カ月分

から１カ月半のところに大体24.6％、４分の１ぐらいで、その前後に分布しています。大

体、実額で言って10万円台というのが月額表示でいうと１カ月から１カ月分台というとこ

ろに当たるようです。逆にいうと、ここからもあっせんに来ている労働者の賃金水準とい

うのはかなり低いということが窺われます。ここまでがデータ的なところであります。 

 次は、このうち雇用終了に関わる事案の中身を分析、分類したところでありまして、５

ページからずっとその表が続いておりまして、８ページまで、雇用終了関係のものが先ほ

どのものより少し増えておりますのは、いわゆる準解雇というような、必ずしも本人がや

めさせられたというようなものではないものも全部含めておりますので841件、若干増えて

おります。これを内容の類型ごとに分類したものであります。大きく労働者の行為、労働

者の能力・属性、経営上の理由、そして、準解雇、その他と分けております。 

 どんな事案かということをざっとでも見ていただいたほうがいいかと思って、全部御紹

介するつもりは毛頭ございませんが、９～20ページまで、１行コメント的な形で載せてお

ります。ざっと見ていただいて恐らくお感じになるのは、こんなことで解雇しているのか

ということではないかと思います。裁判所に来るような事案とはかなりレベルの違う事案

があっせんに来ています。むしろ、こういった事案が３割は解決しておりますけれども、

大部分は解決しないままになっているということのほうが、現実の法社会学的な意味での

日本の雇用終了の実態という意味では重要なことなのではないかというのが、私がこの研

究を行った感想であります。 

 この研究成果を本にまとめたものを一昨年に出版しております。その最後のところから、

日本の現実の職場で起こっている雇用終了をめぐる実態についてのコメントをまとめたも
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のを21～22ページに書いております。 

 雇用終了するかどうかの基準として一番重要なのは態度です。つまり、使用者側から見

て、この労働者の態度が悪いというのが非常に多くの事案の原因になっております。労働

法の教科書からすると、態度が悪いというのが正当な解雇事由になるとはあまり思われて

いないのですが、こういった中小零細企業で起こっている雇用終了事案の非常に多くの部

分では、むしろ態度が最も重要なファクターになっているということが法社会学的な意味

での大きな発見ではないかと思います。 

 それに比べて、通常個別解雇における最も重要な理由となるはずの能力というものは件

数的にもかなり少ないですし、さらに中身を見ますと、一応形としては、使用者側は、こ

いつは能力がないのだと言っておりますが、どこがどう能力が足りないのかということを

明確に言っているのはほとんどなくて、その能力のなさというのはかなりの程度、態度の

悪さと一連のものとしてつながっているような面があります。 

 この態度が重要であり、それと裏腹で能力というのが極めて影が薄いというのが現実の

日本の職場の特徴ではないかということであります。ただ、恐らくこれは実は中小零細企

業だけではなくて、それが雇用終了につながるかどうかはともかく大企業でも似たような

面があるのかもしれません。むしろ、大企業と中小零細企業の違いという意味で最も特徴

的であるのは、３番目の経営の万能性であります。これは私どもが一つ一つの事案を分析

して非常に強く感じたのですが、あっせんに来ているような事案においては、経営者側は

経営上の理由である、経営不振であるというのは、だから解雇は当たり前だろうというよ

うな形で言っていることが非常に多い。もちろん判例法理では整理解雇４要件ないし４要

素という形で一般の普通解雇などよりもより手厚く保護されていると考えられております

が、実際の中小企業に行くと、必ずしもそうではない。むしろ、かなり逆のイメージがあ

ります。 

 それをとりわけクリアに示しているのは、私が表見的整理解雇と呼んだ事案なのですが、

使用者側は経営不振であるという理由で解雇した。それで労働者があっせんを申請してき

た。それであっせんを始めてみると、使用者側は実は彼は態度が悪いので首にしたのだけ

れども、そう言うと角が立っていろいろもめるので、経営不振だと言えばすっと通るだろ

うということでこういうふうに言ったのだと言いわけしている事案が結構多くあります。

これは大企業の人事部から見ると非常に逆転した感覚かもしれませんが、中小零細企業に

なればなるほど、お前が悪いというよりは経営上の理由だと言ったほうが通りやすいとい

う感覚がかなり強いということが窺われます。これは日本の中小零細企業における法社会

学的な解雇の実態という意味では非常に重要なポイントではないか。あと、とりわけいじ

め、嫌がらせのような事案が最近増えておりまして、これを見るとかなり職場環境が悪化

しているということが窺われます。 

 政策的含意というところにいろいろと書いてありますが、時間の関係もありますので基

本的に省略しまして、最後のところだけ25ページの真ん中あたりからですが、政策的なイ
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ンプリケーションということで提示させていただいたものです。解雇の金銭解決制度が議

論されるときは、どうしても裁判に行って判決まで至ったものを前提として、それに比べ

て金で解決するのはけしからぬという議論になりがちなのですが、あっせんという非常に

低いレベルのところから見ますと、解決に至ったものですら10万円台というところに集中

し、大部分がその前後という非常に低いレベルで解決をしておりますし、さらにいうと、

それも全体の３割であって、大部分は解決すらしていないという現実にあります。 

 むしろ、金銭解決の一定の基準といいますか、目安みたいなものがあると、弁護士も社

労士もつけられない徒手空拳の労働者が、何らかのそれなりに満足のいく解決に至る上で

は、むしろ有用性があるのではないかということを提示しています。 

 最後は若干小さい話なのですが、なぜ４割以上も入り口で断られるのかということを調

べてみると、そもそも労働者があっせん申請書を提出し、労働局はそれを会社に送るので

すが、そのときに、これは任意の制度なので別に受けなくてもいいですよとわざわざ御丁

寧にそういうことを言っているので、必ずしもそういうことを言う必要はないのではない

か。もちろん任意の制度であるのはその通りなのですが、これは決して労働者側に立って

企業を責め立てるようなものではなくて公平に解決を見出すようなものなのだということ

を伝えた方が、もう少し解決につながる率が上がるのではないか。これは若干みみっちい

話ではありますけれども、この２つの政策的な提言をさせていただいたところです。 

 私からの報告は以上です。 

○鶴座長 どうも濱口先生、ありがとうございました。 

 では、これからは、これまでの３先生方の御説明に対しまして、御意見、御質問がござ

いましたら、よろしくお願いいたします。どなたからでも。 

 私のほうから一言、今の雇用ワーキングの取り組み方というか、今回、今年になって２

回目のワーキングでございますけれども、先ほど稲田大臣からも御説明がありましたよう

に、大きな課題として労使双方が納得する雇用終了の在り方。特に雇用ワーキング、規制

改革会議のほうは、裁判が無効になった際の労働者の救済の多様化の在り方ということな

ので、いわゆる事後的な金銭解決の問題というのを多分少しここでしっかり勉強するとい

うような役割分担かと思います。実は今、特区の関係で諮問会議のほうが動いております。

そちらのほうは雇用ルールということで判例等々、少し勉強して、そこからまたルールを

まとめていく。産業競争力会議の雇用・人材分科会のほうは、特に労働審判についてもう

少し細かい事例を見て、これも雇用ルールの明確化という観点から少しインプリケーショ

ンを出せないかということで、いくつか異なる会議体が動いていますけれども、少し役割

分担をしながらという流れということかと。その中での今日の３先生方のお話。それを踏

まえて少し議論をさせていただきたいということでございます。 

 では、佐久間委員、お願いします。 

○佐久間委員 どうも今のお話、大変勉強になりました。ありがとうございます。 

 まず、神林先生にお聞きしたいことがございます。今、鶴座長からもお話があった解雇



 

19 

 

について裁判所で争われて無効の判断。ただ、そのときに、今は違うわけですけれども、

金銭解決が、要するにお金の支払いが命じられてそれで終わるという制度にもしなった場

合、現状での問題点というのは何でしょうか。どういう問題があるのかということについ

て、御感触を教えていただければと思います。 

○鶴座長 神林先生、お願いします。 

○神林准教授 その点に関しましては、恐らく２点論点があると思います。 

 一つは、金銭解決を命じるときに、金銭解決というのは定義によって、Final Offer 

Arbitrationにはならないのです。いくらにしなさいと言いますので、そうすると、先ほど

申し上げましたように、労働者側はとりあえずマキシマムを主張する。とれるものは全部

とる、とれないものもとるという主張を恐らく展開すると思います。使用者側はその逆で

す。一銭も出さない。全ての裁判例がそうなるとは限りませんけれども、多くの裁判例は

そういうふうになってしまって、結構ごちゃごちゃするのかなと思います。そういうイン

センティブがつくというのがあります。 

 もう一つは、枠組みをどうするかということなのですけれども、和解額の分布を見てい

ただくとわかりますように、確かにマジョリティは恐らく何かスキームがあって、交通事

故のような感覚で、こういう事件だったらいくらというようなことが、相場ができるよう

な事件だと思うのですけれども、全てがそういう事件ではないということです。全てがそ

ういう事件ではないときにそういうスキームで全てを解決しようとすると、統計学でいう

ところ第一種の過誤と第二種の過誤というのは両方できて、本来当てはめるべきではない

水準を当てはめるケースというのが出てくるということになります。このリスクをどこま

で見積もるかというのが大きな論点の２つ目になろうかと思います。 

○鶴座長 ありがとうございます。 

 大田議長代理、お願いします。 

○大田議長代理 ありがとうございました。勉強になりました。 

 濱口さんのペーパーにあります金銭解決制度の導入というのは、ざっと拝見すると、事

後的な金銭解決制度ということですか。 

○濱口統括研究員 私、そもそも金銭解決をめぐる事前、事後という言葉の使い方がやや

混乱していると思っております。つまり、解雇の事前、事後という意味で言うならば、基

本的には全て事後の話でしかないと思っています。解雇の事前となると、それはまさに金

さえ払えば不当な解雇が正当になるのか、という議論になってしまいます。 

 それに対して、解雇の事後という意味では全て事後なのですが、多くの人が使っている

用語法では、判決の事前、事後という意味で事前、事後という使い方をしているようです。

しかし、これは解雇事案が法廷に行って初めて意味をなす概念であって、そもそもあっせ

んのように裁判所に行かないものは判決がないのですから、判決の事前、事後などという

のはあり得ないわけです。それを判決の後のものだけが事後だと考え、その事後だけ議論

するという話になると、現実に数的には圧倒的なマジョリティとして存在している裁判所
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に行かない解雇事案は論じるべき解雇事案ではないということになってしまうので、これ

は変だろうと思っております。そういう意味から言うと、解雇であれ、雇止めであれ、退

職勧奨であれ、雇用終了の後でそれに対して不満を持って、あっせんであれ、労働審判の

申し出であれ、あるいは訴えの提起であれ、そういう異議の申し立てをした場合にはすべ

て解雇の事後と考えるべきではないかという趣旨です。 

○鶴座長 どうぞ。 

○大田議長代理 ありがとうございます。解雇が無効の場合に会社に戻らないもう一つの

メニューとして金銭で解決するということが検討されていますが、今の話だと、まず労働

審判とあっせんの場合に金銭補償のルールをつくるというようなイメージになるわけです

ね。 

○濱口統括研究員 判決というのは、事案について裁判所が一定の判断を下すということ

ですね。それを前提として、その事前か事後かというのが言われている話だと思うのです

が、そもそもあっせんであれ、あるいは労働審判の調整であれ、そういう判定的なことは

しないわけですので、判定でない形での一種の調整としての金銭解決というものをどう考

えるかという、そういう意味で申し上げています。 

○大田議長代理 裁判に行った場合はどうなりますか。 

○濱口統括研究員 裁判に行った場合でも、判決が下されるまでは、解雇後で判決前とい

うことになります。それはここで言っているあっせんとか労働審判と同じシチュエーショ

ンだと思います。 

○鶴座長 多分ここの話はすごく大事なところだと私も思っていまして、今、産業競争力

会議のほうから出ているようなペーパーにも、紛争解決の問題についてなぜやるのかとい

うところで、やはり予測可能性の向上という話をしているのです。今、濱口先生がお出し

いただいた25ページから26ページの中にも、これは濱口先生も、法制度上、金銭解決の額

の基準は全く存在しないことが、いろいろあっせんで低額になってしまうような問題に関

係しているということなので、何らかの目安みたいなものが必要であるということについ

ては、多分いろんなところでも濱口先生も御主張されているポイントだと思うのです。 

 通常の大陸、ヨーロッパの国のケースを見ると、基本になっているのは、裁判がアンフ

ェアだとされたときに、法律で勤続年数に応じて定められた、事例に定められている額が

あって、原状復帰でない形であれば、それを支払えば雇用関係が解除できるという、一応

その仕組みというのがもともとある。多分今の議論の中で、裁判に行って判決が出るか出

ないかという人たちが例えば全くいなかったとしても、制度上そういう状況になったら、

いくらの解決金が法律で定められてこれがもらえますよという状況が定まっておれば、裁

判に行く人が例えばゼロ人だったとしても、他のところでいろいろやるときに、そこの目

安が当然みんな判断していろいろ行動が決まってくる。だから、多分皆がみんな裁判する

わけではないし、また、無効の判決が出ていたときなどというのはそこに行く人たちはど

れだけいるのですかという議論がもちろんあると思うのですけれども、そこにその仕組み
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をやることによって、他のいろんな解決がむしろスピードアップされるとか、効率化され

るとか、そこに非常に大きな利点があり得るというのが一つ論点になっているのではない

かなと思うのです。 

 先ほど高橋さんがドイツのケースについて少し御説明いただいて、多分ドイツについて

はここでももう一回重要なので専門家に来ていただいてお話を聞こうと思っているのです

が、勤続年数×0.5というのは多分最初にドイツの場合だと、紛争があったときにいきなり

労働裁判所に行ってまずどうするのかということで、裁判官がこれでどうということを提

示するわけですね。それが先ほど言ったメルクマールとルール・オブ・サムで勤続年数の

0.5ぐらいができている。それで納得できないのだったら、では裁判に行きましょうかとい

うような流れなのか、私は間違っていたらそこは教えていただきたいのです。そういうも

のもできてくるというのは、もともとのそういう制度があるからこそ、そういうような制

度もできてくるのではないかという認識をしていて、その辺についてどういうふうにお考

えになられるかという部分。 

 逆に、今の大田議長代理の御質問の趣旨と全く同じところです。訂正があれば訂正して

ください。 

○濱口統括研究員 詳しいことはドイツの専門家に聞かれたほうがいいと思うのですが、

私の認識からいうと、ドイツの場合、法律上で解雇無効の場合に裁判所が解消判決で金銭

補償を命じることができるという規定があって、その基準が法律に書いてある。しかし、

そこまで行くのは実はレアケースで、大部分は労働裁判所で判決に行く前の和解で解決し

ている。ただ、日本みたいに裁判所ではないところでやっているわけではなくて、労働局

のあっせんみたいなものも全部労働裁判所でやっているということなのかなという理解だ

と思います。 

○鶴座長 浦野さん、お願いします。 

○浦野委員 どうもありがとうございました。大変単純な質問からまずお聞きしたいので

す。 

 資料１の１ページ目で、総合労働相談件数というのが100万台ということですごい件数だ

と改めて思ったのですけれども、少なく見積もっても60人とか70人に１人というような感

じなのです。これの中身はどんなものなのかというのが、個別の民事上のところまでいく

のは25万ということになると思うのです。それ以外のものは大したことがないのかなと思

うのですが、それが一つ。 

 もう一つは、これはどの先生にお聞きしたらいいかよくわからないのですけれども、こ

の解雇された人たちのその後の就職率といいますか、そういったことを追っかけた調査と

いうのはあるのでしょうか。例えば大企業の場合に、整理解雇といいますか、何らかはど

こかの工場が云々といったときには、その企業のほうで責任持って再就職先というのは徹

底的にあっせんしていくわけです。この辺がこういう中小の場合は、これが終わった後、

全くそのまま捨て置かれているのかどうか。解雇された人の再就職みたいなことについて
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のデータがあれば教えていただきたいと思います。 

○濱口統括研究員 100万件の総合労働相談件数というのは民事以外も含めた全てです。民

事上でないというのは、例えば賃金不払いみたいなものは、相談窓口に来て賃金不払いだ

というと、そこから監督官のところに行くわけです。これは労働基準法違反の話になりま

すからそちらに行くとか、男女差別だったらそちらに行くとか、いろんな形で振り分けら

れていて、したがって、解雇やパワハラなど、あっせんにつながるようなものの母数は25

万ということだと御理解いただければと思います。 

 大体の傾向としては、そのうち半分強が広い意味での雇用終了関係で、やはり２割強、

最近はかなり増えておりますけれども、パワハラが増えている。ただ、これはあっせんに

至る可能性のあるものなのですが、あっせんは他の仕組みに比べれば非常に低コストでや

れると言いながら、それでもあっせん申請書を書いてから、やはり１カ月ぐらいはかかり

ます。これは見るまなざしの位置によって、そんなものは大したコストでないと思う人も

いますけれども、そんなことをやっている暇すらない。明日の生きる糧を探す人もいるわ

けです。その中から、解決する見込みがどれくらいあるかということを考えて、助言指導

に約１万件、あっせんに約6,000件という形で来ているのでしょう。ただ、正直言いまして、

我々が分析したのは、あっせん段階まで来たもので、あっせんに来る前の段階のものは分

析しておりませんので、どういう相談が来ていて、どういうものがどういう理由であっせ

んに来なかったかというのは、実はわかりません、推測するだけです。 

 事後の就職率という意味なのですが、あっせんの結果として復職したのは、実例として

はほとんどありません。雇用終了事案のうち２件だけ復職という形で解決したものがあり

ますがそれ以外は全て金銭解決という形ですので、復職という形で解決した事案はほとん

どないというのが実態です。他に就職したかどうかというのは、我々が把握できるあっせ

ん関係書類からは全くわかりませんけれども、就職といいますか、とにかく稼がないと生

きていけないでしょうから、何らかの形では働いていることになろうかとは思います。 

○鶴座長 どうぞ。 

○浦野委員 最後の点は想定されるのは、この辺が特に中小の方々であれば、何らかその

ことがついて回るみたいな、それは履歴書にしろ、何にしろ、調べたときとか、そういう

意味でも後の就職のしやすさみたいなところというのがこういう問題の中に、どこか考え

られてもいいのかなと思うのです。これは大規模だけではなくて、やはり中小に勤めてお

られる方々も、こういう権利を主張された後、そのことによって差別されるといいますか、

不利になってはというのがありますので、その辺も含めて金銭解決というのは一つそうい

う意味で後々の再就職のためにもすんなりいけるようなルールにならないかなと思うので

す。 

○神林准教授 解雇された人のその後ということなのですけれども、裁判所あるいは他の

ところで係争した人がその後どうなるかというデータは、今の日本には恐らくありません。

けれども、一般的に、解雇された人がその後どのような経緯をたどったのかという研究は
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ございます。 

 そうなると、解雇された人と自分で職をやめた人を比較することになるわけなのですけ

れども、それを比較すると、もちろん再就職率というのは、解雇された人のほうが低いで

す。あとは、決まった後の賃金も解雇された人のほうが低いです。ただ、これが４年後と

か５年後ぐらいまでどれぐらい持続的に影響を及ぼすのかということについては、今とっ

かかりの研究があるだけで、私自身が携わっているのですけれども、日本についてはある

だけなのですが、日本ではやはり諸外国と比較をしますと、解雇されたということが４年

後ないし５年後ぐらいまでもネガティブな影響を与え続けるというようなことは若干わか

ってきております。 

 この点は、ヨーロッパやアメリカと似たような研究がございまして、似たようなフレー

ムワークでやっているのですが、ただ、この点は誤解を招くかもしれないのですが、実は

アメリカ合衆国であっても、この４年後、５年後、あるいは20年後、30年後までの影響と

いうのは残るのです。なので、押し並べてどの国でも残るのです。それがアメリカに比べ

て日本のほうが強いのかどうなのかというのは残念ながらわかりません。ただ、日本でも

やはり中長期的に解雇されたという経験がその後の職業人生に対してネガティブな影響を

及ぼすということは恐らく言えるだろうということです。 

○鶴座長 解雇されて、その後、どれぐらい現職に復帰している割合があるのかとか、そ

れは包括的な統計はないと理解しているのですけれども、アンケートとかそういうものは

全くないということではないのだと思うのですけれども、大体どれぐらいなのかというの

は把握されていますか。大体これぐらいの数字であるとか、そういう情報が全くないと、

なかなかこの類のものも議論が非常にしにくいのかなと。もし御存じであれば。 

○神林准教授 事実として、きちんと現職復帰をしているかどうかを確かめているのは、

恐らく平澤さんの研究だけだろうと思います。それは今となっては古い研究になるのです

けれども、たしか彼女は弁護士さん経由で自分の扱った事件で解雇が無効になったときに

どれぐらいの割合で彼らが復帰をしているかということを追跡調査して、大体半分ぐらい

でしたか。確かめていただきたいのです。 

○鶴座長 やっていたのはいつごろでしたか。 

○神林准教授 1990年代の話なので、もう大分前の話だと思います。そのときに彼女の研

究結果の一番のパンチラインというのは、組合がきちんと紛争自体を支援していて、そう

いう場合には戻れるけれども、そうでないと戻れないというのが彼女の結論だったと思い

ます。 

○高橋氏 労働審判調査では、復職したかどうかということがアンケート調査内の数値で

すがわかります。紛争調整委員会のあっせんの場合は0.6％、裁判上の和解の場合は7.7％

で、労働審判は2.1％という計算を一応しています。 

○神林准教授 母数は何ですか。 

○高橋氏 我々の３つのデータのそれぞれの事案の件数なので、普遍的な値ではないので



 

24 

 

すけれども、今あるデータの中ではそのぐらい大変低い。 

○神林准教授 無効になったのを母数にして。 

○高橋氏 裁判上の和解は7.7、判決はわかりません。 

○鶴座長 他にありますか。 

 どうぞ。 

○佐々木座長代理 ありがとうございました。このデータの中で私が聞き落としたかもし

れないのですけれども、解雇される人の年齢によって解決までに時間差があるとかという

ような違いはあるのでしょうか。若い人と年をとった人とで解決に合意というか、和解だ

ったり判決するなりに違いがあるのでしょうかということが一つ目。 

 もう一つは、勤続年数によって解決金など今後変えていくという考え方が今示されたの

だろうと思って聞いていたのですけれども、例えばそれは退職金のようなイメージをする

と、勤続年数が長い人には多めにお金を支払ってやめていただくということなのかなと思

うのですが、例えばこれがルール化されていったときに、そうすると、経営側からすると、

だめな人は早めに判断したほうがいいということにならないのでしょうか。 

 すごく変ですけれども、だめだな、でも、あと１年様子を見てから考えようかなと思っ

ているときに、１年長くより２年長くいると、その人に払う解決金が多くなってしまうわ

けですね。なので、そういうことにはなる危険性というのでしょうか、そういうことはな

いのでしょうか。 

○濱口統括研究員 我々の研究は我々が調査票を設計してそれに書いてもらったわけでは

なくて、あっせん処理票という行政上の処理票を分析したものなので、そこからは年齢も

勤続年数もわかりません。事案を見ていくと、この人はどうも若いみたいだなとか、どう

も中高年みたいだなというのは何となくにじみ出てきますが、そういうデータは全くあり

ませんので、使える数字にはなりません。 

 したがって、これは全く直観的な話なのですが、勤続年数などはあまり影響していない

ように思います。そもそも解決金額に対して個々の事案ごとに何が影響しているのかとい

うのはよくわかりません。研究者同士で話して、結局気合いかなという意見になりました。

気合いというのは、つまり、これ以上要求すると使用者側に逃げられてしまう、あるいは

これ以上締めると逆に裁判所に訴えられるといった、ある種気合いみたいなもので決まっ

ていて、だから目安が全くないのでこういう額になってしまっているのではないかと。あ

まり年齢とかはファクターとして効いていないような感じがします。 

 もちろん、雇用上の地位が非正規が多いとか、中小零細が多いということから、年齢と

か勤続年数がそれほど影響していないということがあるのかもしれません。ただ、いずれ

にしても、それはデータとしてきちんとした形で出せるようなものはありません。 

○鶴座長 どうぞ。 

○神林准教授 それは恐らく、これからデータをつくっていく上で御注意をお願いしたい

ところなのですけれども、裁判所の資料でも性別すらわからないというのが現状です。書
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類を書くときに、年齢とか学歴あるいは性別といった労働市場の中で非常に重要な代理変

数であろうと私たちが思っている情報というのがないのです。なので、それは書いてある

こういうことが起こったとか、そこから類推するしかないのですけれども、それを使った

上でそうだという上で少し統計分析をしたことがあるのですが、年齢というのは解決の期

間に対してはほとんど影響を及ぼしていません。ただ、これは恐らく本当に及ぼしていな

いというよりは、データ上の問題というのが大きいだろうと思っております。 

 ただ、一つ言えることは、勤続年数に関しては、私たちが出した和解額の指標というの

は、請求する賃金額に対してどれだけもらっているかということで、勤続が長い人という

のはもちろん請求額自体が大きくなるわけです。なので、比例的にはもちろん解決金とい

うのは大きくなっていると思います。ただ、それが比例以上にブーストをかけるような形

で大きくなっているわけではなさそうだというようなことは指摘しておきたいと思います。 

○鶴座長 では、佐久間委員、どうぞ。 

○佐久間委員 ありがとうございます。労働審判制度に関してです。高橋先生の御説明を

伺いまして、やはり迅速性、３回以内というのは非常に魅力的な制度だと思います。その

ときに、まず先ほどの復職した比率が審判で2.1％、これは調停成立と審判で確定したもの

を母数にしたということでしょうかという単なる質問が１点。 

 あともう一つは、労働審判制度は非常にいい制度だと思いますけれども、弁護士費用の

問題が一つ障害になっているとすれば、法律扶助、法テラス等の扶助の制度というのは、

この中で使われたケースというのは当然あるのだろうと思いますけれども、どのぐらいあ

ったのか。ちょうど１ページの月額請求を見ると、細かいことはよくわかりませんけれど

も、ちょうど扶助の資力基準に当たるような人も多かったのかなとも思いましたので、こ

の点について、もし何か御示唆があれば教えていただければと思います。 

○高橋氏 ありがとうございます。たまたまなのかもしれませんが、このアンケート調査

では復職したケースというのは全て調停で解決していました。このアンケートでは８件あ

ったのですけれども、審判が出て復職しなさいというような命令が出たものは確認できま

せんでした。法律扶助のケースなのですけれども、この調査ではとっておりませんが、こ

のインタビューの方では法律扶助を使いたかったという方はいらっしゃったのですけれど

も、勝ち目がないと使えないのではないかのようなことをおっしゃっていて、結果として

多くの人がよくわからないまま使わないという形をとってらっしゃいました。そこをもう

少し明らかにされたら、もうちょっと使いやすくされたらいいのではないかと思っていま

す。 

○佐久間委員 ありがとうございました。 

○鶴座長 どうぞ。 

○大田議長代理 濱口先生が書いておられる金銭解決の基準をきっちりつくっていくとい

うそのとおりだと思うのですが、すごく反対が強いのです。カネでクビにしやすい社会に

なるのではないかという指摘があるのですけれども、大企業の場合に、仮に金銭解決の制
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度が導入されて基準額が決められたりすると、整理解雇に対する抑止力が弱くなるものな

のでしょうか。なぜこんなに反対が強いのかということについてお感じのことがあれば教

えてください。 

 それから、高橋先生が小規模企業の解決金には上限を設けるということを書いてくださ

っているのですが、とすると、金銭解決の基準を定める場合に、小規模の従業員の場合に

は上限額を設けるべきということなのでしょうか。そこを教えてください。 

○濱口統括研究員 金銭解決を導入するかどうかというのは変な言い方で、現実には金銭

解決をしているわけです。もっというと、金銭解決すらしないものの方がマジョリティで

す。金銭解決しているものについても、その基準が全くないというのが現実の姿です。で

すから、解雇の事後だが存在しない判決の事前というところが一番問題としては大きなと

ころなのだろうと思いますので、そこのところについての議論をすればいいのではないか。

それは、現実に金銭解決しているわけですので、それをもう少し合理的な形にするにはど

うしたらいいかという形で議論できるのではないか。 

 先ほど来申し上げている通り、どうも事前、事後という言葉が違う意味でごっちゃに議

論されてしまっていることが、話をややこしくしているのではないかという気がします。

解雇する事前に金銭解決というのは、もしそれに労働者が合意しているのなら解雇ではな

く合意解約になってしまいますし、金を払えば不当な解雇が正当な解雇になるというのは

法理上あり得ないと思います。いずれにしても、そこはもう少し議論の整理をしたほうが

いいと思いますし、島田先生が整理していただけるかもしれません。 

○島田専門委員 前も話をしたのですけれども、日本の制度だと解雇無効となりますね。

解雇無効という状態はもう解雇がない状態なので、そこから金銭で解決するかどうかとい

うのは、先ほどでいえば解雇の前に解決する話と法律的には同じになってしまう。だから、

制度的には多分難しい。ドイツのように、無効の場合はそういう提案をできるという制度

になっていれば別ですけれども、ちょっと難しいのだろうと。そうなると、やはり今まで

御議論があったような形で、仮に裁判なりあっせんの過程でどうやって雇用の終了を適正

にできるような制度をつくるのかということを言ったほうがいいのではないか。議論が解

雇の無効について金銭解決でとなっているのは、整理したほうがいいのかなというお話を

したのです。 

○高橋氏 おっしゃるとおりで、その事業所が小さければ労働者の方の受け取る解決金も

いくらになるかわかりませんけれども、上限を設けることになると思います。例えは海外

だと適用除外があると思うのですけれども、適用除外をしてしまうというのは、この規模

の人たちの労働者をこの制度から排除するということになるので、それはないのかなと思

っています。 

 小規模企業のところでは、労働者側にも結構問題がありまして、企業に採用力がないと

いうことがこういう濱口先生の世界ですけれども、そういう世界をつくってしまっていま

すので、解決金を小規模に支払わせるというからには、採用力のところを強化するような
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何かサポートをセットでやらないといけないわけで、それができないのであれば上限を設

けるべきだと考えています。 

○鶴座長 よろしいですか。 

 どうぞ。 

○島田専門委員 一つはコメントなのですけれども、例えば労働審判の復職率はあまりな

いというのは、今大体復職を希望するような人というか、労働審判に行く場合は、弁護が

ついていると基本的に金銭解決を狙うので、金銭解決ができなそうな事案というのは、最

初から本訴とか仮処分でいくかという選択をするので、多分そういう結果になるのは必然

かなという感じがしました。 

 御質問したかったのは、神林先生のまとめの最後のところで大変おもしろいことをおっ

しゃっていて、要するに集団的事件を前提とした法理だったので、これが適用できている

のかという疑問で終わっているので何かお考えがあればというのと、もう一つ、最後に課

題というところでコメントをまだされていなかったので、是非伺いたいなと思った。 

 あと濱口先生にお伺いしたかったのは、ここもよくわからないのですけれども、あっせ

んの場合は解決した後の履行というのはどういうふうに出るのかというのは、もしおわか

りであれば。 

○濱口統括研究員 法律上は、和解契約という性格のものですので、逆に言うと、それを

任意に履行しない場合には訴えないといけない。 

○島田専門委員 その場で債務名義とかやるのですか。 

○濱口統括研究員 合意文書をつくります。双方が文書に署名、捺印したところで一件落

着という形になります。 

○島田専門委員 ありがとうございます。 

○神林准教授 どうもありがとうございました。 

 まず、集団的事件と個別的事件についてなのですけれども、これは私個人の考え方で、

他の研究グループの方の同意がとれているわけではないのですが、これは、そこが抜けて

きていると思っております。同時に、原さんと竹内さんに裁判所の傾向というのを分析し

ていただいて、その手続要件というのが非常に重視されるようになってきているというこ

とはわかってきております。 

 ただ、この手続要件というのは、要は組合があって、そういう集団的な手続というのが

できるという前提で手続要件というのはできているのです。ところが、個別紛争の場合に

は全くそういうことがありません。ですので、手続要件というのは、要は呼び出して何か

言ったかとか、そういうような話に終始してしまっていて、つまり、個別の紛争でどうい

うふうに話し合いをつくっていくのかということに関して、日本の労働法制というのは全

く手つかずになっています。なので、この点は憂慮するべき点かなと考えております。こ

れは個人的感想です。 

 あとまとめのほうですけれども、私たち３人並んでいろいろ言い合うというのは実はこ
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れが初めてではなくて、現在、共同研究をつくっていこうという計画があるのですけれど

も、そこでの一番大きな課題というのは、前提として、私たちは、まず紛争が起こったら

窓口に行って相談して、それでもだめだったら審判に行って、それでもだめだったら本訴

に行くという階段形式の解決の仕組みというのができているのだろうと思っていたのです

けれども、どうも紛争の内容を聞く限り、そうではなさそうだと。最初から、この事件は

本訴、この事件は審判と決め打ちしていっている可能性があるのではないのか。 

 憶測で申しわけないのですけれども、その一番大きな要因は弁護士費用だろうと。弁護

士費用がペイできるような事件はちゃんと本訴に行って、弁護士さんが片手間でできるよ

うな事件は審判に行って、弁護士がそもそもペイしないような事件というのは窓口に行く

というような格好で、どうもコストのほうからそういう事件の解決手段というのは決まっ

ているのではないかと予想しています。もし仮にそういうことであったとしたら、それは

いびつかなと考えています。 

 ですので、金銭解決のルールをつくる、つくらないという、いわばそちらの表の面から

の議論というのも必要なのですけれども、いかに司法資源にアクセスしやすくするのかと

いう裏の面からのアプローチというのはすごく重要だなと思っております。これは是非研

究したいのですけれども、なかなかアンケート調査をやるにも大変だということで、もし

そういう機会がいただけるのでしたら、是非エンドースしていただきたいと思っておりま

すので、よろしくお願いします。 

○鶴座長 今のおっしゃった点はすごく大事で、結局、弁護士の方々というのは、金銭解

決の話は非常に反対されるのです。かえって予測可能性が高まってしまうと、自分たちの

弁護の裁量がなくなってしまうのではないかという。そういうことで非常に関係している

ので、やはり最後まで争いたい人は弁護士を雇って結果的に高い解決金額となるという構

造でしょうね。だから、ある種、何度も今日も出てきていますように、少し目安をつくる

ということがそういう問題とも関わっていることを考えると非常に有効ではないのかなと

いう感じを持っています。 

 先ほど大田議長代理がおっしゃられた点というところを島田先生も御説明いただいたの

ですけれども、濱口先生は25ページで2002年当時、建議まで金銭解決の提案は出たのだけ

れども、その後、結局いろんな反対があった。その反対の中に、裁判所のほうが先ほど議

論になったように、要は解雇が無効になってしまうので、解雇がなかったことにしましょ

う。そこで新たになぜ金銭的なものを相手に与えなければいけないのか。それが違法であ

ったら、それに対する損害賠償とか考え方はできるのかもしれませんけれども、そういう

非常に法律の技術論と言ってしまうと元も子もないのですけれども、そういう話が出てき

た。 

 ヨーロッパにおいては、多分法律の体系、日本とほぼ同じようなところ、またそこの意

味合いが違うところ、双方においてでも、私の理解だと、それでも法律上で金額を定める

金銭解決制度というのを持っている国があるということなので、なかなかそこは非常に難
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しいというのは私自身も承知はしているのですけれども、例えば濱口先生、そこの法的な

技術論みたいなところというのは超えられないものがあるとお考えになられているのか。

そうした場合に目安を提示するというのが、もっとあっせんとか労働審判みたいなところ

でやるときの目安みたいなものをつくるというほうに考えたほうがもしかして早いのか。

その辺について何かコメントがあればお願いします。 

○濱口統括研究員 どこまでゼロベースで考えるかということだと思います。個々の国の

詳しい制度については、本当はその国の専門家にお聞きいただいたほうがいいのですが、

ドイツのように、違法な解雇は無効である、ただし、それに対して解消判決を下して金銭

解決を命ずることができるとしている国があり、スウェーデンもそういうふうになってお

ります。 

 一方、私の知る限りでは、島田先生の前で言うのはお恥ずかしいところですが、フラン

スなどはむしろ解雇は直ちに無効ではなくて、違法な解雇に対して金銭賠償を命ずること

もあるし、裁判官がこれは大変悪質だからと復職を命ずることもある。そこまでさかのぼ

って制度設計できるのであれば、実はそのほうがわかりやすいかもしれない。ただ、そん

なことを言っても、もう既に判例が積み重なっているのだからということであると、ドイ

ツ、スウェーデン型しか選択肢がないのかもしれません。これは非常に大きな法制度設計

の問題ということになろうかと思います。 

 ただ、そういう大きな話は話としてもちろん当然やられるべきだと思うのですが、私が

この研究で強く主張したかったのは、解雇の事後ではあるが、判決の事前というか、判決

自体がないために判決の事後があり得ないような事例こそが大事である。つまり、世の中

のすべての解雇には判決が下されるという非現実的な前提に立つと視野から消えてしまう

ような非常に膨大な部分に対して、どういう納得のいく解決の仕組みをつくれるのかとい

う形で議論したほうがいいのではないか。だから、断固として解雇無効の判決をもらうの

だという少数の人については、とりあえず括弧に入れて置いておいてもいいのかもしれな

いとすら思っています。 

 しかし、そうでないケースは非常に多いわけで、そのケースに対してきちんとした解決

の道筋をつくるということが、本来判決に行くべきだった可能性を奪うということにはな

らないのではないかというのが私の感想です。 

○神林准教授 その点で、目安をつくるということの一つの懸念は、最適な解雇をすると

きにかける費用というのは、やはり個別の事情で異なるだろうということです。濱口さん

が今おっしゃったことというのは、実は中小零細企業では容易に解雇していて、解雇手当

などは出していないわけですね。そこで目安ができるということになると、高橋さんのア

ンケートにあったように会社は潰れてしまうという話が出てくるわけです。なので、現在、

解雇にかかっている費用というのは企業規模によっても違いますし、産業によっても違い

ますし、非常にまちまちであろうということです。 

 これを一つの目安に集約するということが果たして効率的なのかどうかどうかというの
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は疑問があります。なので、現在の制度からすると、その解決に係る金額というのは個別

で話し合って決めてくださいという形になっているわけで、そういう個別で決めるという

制度の利点というのも無視するべきではないだろうというのが私の考えです。 

○鶴座長 それは私も非常にお考えはよくわかるのですけれども、ただ、今日、濱口先生

が御紹介していただいた、非常に悲惨な例というか、そこにも出てこないような、もっと

背後にあるわけですね。それをそのままにしておいていいのでしょうかという議論ももう

放っておけない話なのかなという感じがするので、今のおっしゃった話、どうやってバラ

ンスをとるのかというところがフェアなやり方ということをあまりこれまでにきちんと考

えてきていないということだと思いますので、バランスをとる必要はあるのかなと思いま

す。 

 他に。どうぞ。 

○濱口統括研究員 一言だけ申しますと、労働者が自らの権利を守るためにどれだけのコ

ストをかけるべきと考えるのか。つまり、権利の上に眠るものはこれを保護せずというこ

とわざもあるぐらいで、お金をかけて弁護士を頼もうとしない労働者は別に未解決でいい

のではないかと割り切ってしまうのも一つの考え方かもしれません。しかし、少なくとも

あっせんの窓口まで来るということをやっている人に対しては、それなりのある程度の道

筋を示すというのも社会のサービスとしてあっていいのではないかと思います。 

○鶴座長 では、どうぞ。 

○島田専門委員 コメントだけ。今日出たように、濱口先生の補足みたいになるのですけ

れども、ドイツも裁判の最初のときには調停をやっていて、フランスも裁判に入る前に調

停前置でやっていて、それから、今日、高橋さんの御報告があったイギリスは、雇用審判

所にいくと、それが直ちにACASという行政のあっせんのところに行くのですね。だから、

そういういわば解雇から結果の間にいろいろ装置をつくっているというのは、今後考える

上では一つ大きな参考になるのではないかなというだけです。 

○鶴座長 どうぞ。 

○佐々木座長代理 高橋さんが先ほど中小企業の採用力がもともとないので、必ずしもこ

ういう解雇のケースが中小企業であった場合には、企業側だけに問題があるわけではない。

当然、通常の解雇もそうだとは思うのですけれども、採用力、両輪からのサポートとして

おっしゃったと思うのですが、具体的には例えばどんなことが考えられるのか、あるいは

そういうお考えが既にあるのかということを教えていただきたいかなと思います。 

 あとは、きっとそれに伴うと思うのですけれども、結局働き手が、本当によく働いてい

る人は解雇されないわけで、貢献度が足りないとかということがもし原因で見受けられる

のであれば、そちらのサポートみたいなものもお考えになったことがあるのか教えてくだ

さい。 

○高橋氏 ありがとうございます。私自身は、そこの部分のサポートが難しいなと思って

いて、解決金は割り引いてやらないといけないのではないかと思っているのです。中高年
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層のトライアル雇用みたいなものをもっと積極的にやっていくということが考えられるか

なと思っています。 

○鶴座長 よろしいですか。他にございますか。 

 それでは、本日の議論はここまでにさせていただきたいと思います。今日は３先生方、

大変貴重なお話をいただきまして、またディスカッションもいろいろとさせていただき、

本当にありがとうございました。 

 では、次回の雇用ワーキング・グループにつきましては、後日、事務局から御連絡をさ

せていただきます。 

 これにて会議を終了いたします。本日はお忙しい中お集まりいただき、大変ありがとう

ございました。どうも先生方、ありがとうございました。 


